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【要旨】
本稿は、埼玉県内における市町村の行政担当者及び社会教育委員を対象とした

２種類の調査結果から、社会教育委員の制度と活動について、行政担当者の対応
や期待と、各自治体の社会教育委員の意識と活動について明らかにするものであ
る。その上で、社会教育委員の活動と会議の活性化の方策を検討するとともに、
会議活性化のための指標作成を目指してその要因分析を行ったものである。

１本研究の目的と課題
（１）本稿の課題
われわれは既に、社会教育委員の制度と活動の分析一東京都下の調査結果を中

心に一」を公表した。その後、2003年度に埼玉県内の市町村の社会教育委員及
び行政担当者を対象とする、社会教育委員の意識ならびに活動実態、及び行政担
当者の考え等を調査し、第２４回学会大会時に口頭発表した。本稿は、その際の
データの分析を進め、社会教育委員活動と会議の活性化方途を探り、そのための
指標作成に向けた会議活性化の、要因分析の検討結果を示すものである。
（２）調査の概要
①調査は､東京家政大学社会教育研究室が｢社会教育委員の活動状況調査研究会」
を組織し、埼玉県市町村社会教育委員連絡協議会の共催事業として実施した。
メンバーは第２４回学会大会の口頭発表者４名である。

②実施した調査は２種類で、「行政担当者調査」は埼玉県内全市町村教育委員会
９０を対象とし、「社会教育委員調査」は全９０市町村における１２６７名全員（平
成１４年度統計実績）を対象とした。

③調査実施期間については、平成１５年６月１０日に配布、回収の最終締め切りを
平成１５年７月１５日とした。

④配布は県教育委員会を通じ各市町村に配布し、市町村から各委員へ配布を依頼
した。回収は配布時の封筒（切手添付）により、行政担当者および委員各自か
ら、郵送により回収した。

⑤最終有効回収率は、「行政担当者調査」５８．９％（５３票)、「社会教育委員調査」
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５０．８％（644票）であった。
（３）今回の報告と手順について
以下では、①行政担当者と委員との意識の違いの分析、②指標作成に向けた要

因分析、③これまでの研究結果を踏まえた今後の検討課題について述べる。

２埼玉県内市町村の行政担当者と社会教育委員の意識のズレ
行政関係者と委員間に違いがあると思われた項目の比較結果を示す。
（１）共通項目の対比による意識差の比較
①行政関係者と社会教育委員の話し合いについて、共通調査項目の「行政関係者
と委員の話し合いが活発である」とする選択肢を「３．４」としてみると、表
２-１の通り、行政担当者は４０％以上、委員は５０％以上が活発ととらえている。
「その他｣、「不明」を除いて、統計的検討を試みたが(Mann-Whitney検定、
行政N=53、委員N=590)、有意差はみられなかった。(P=.216両側）

表２-１話し合いの活発度に関する意識の比較

②委員個人の活動状況について、活発だと考えている行政担当者は約４０％、
員は約５０％である（表2-2)。統計的には(Mann-Whitney検定、行政N=53、
員N=596)有意差はみられなかった。(P=､０６８両側）

表 ２ - ２ 活 動 状 況 の 意 識 の 比 較 表 ２ - ３ 会 議 状 況 の 評 価 の 違 い

委
委
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行政関係者と社会教育委員の話し合い 行政担当者
市町村数 比率(％）

社会教育委員
人数 比率(％）

１ 行政の方針や予算・決算等を説明する程度である ２ 3.8 ３６ 5.6
２ 説明の後、質疑がある程度行われている ２８ 52.8 ２１４ 33.2
３ 調誼について比較的活発なやりとりが行われている １２ 22.6 ２１４ 33.2
４ 会議の議題以外の内容についてもしばしば論議が行われている １１ 20.8 １２６ 19.6
５ その他 ０ ０ ９ １．４
６ 不明 ０ ０ ４５ 7.0
計 ５３ 100.0 ６４４ 100.0

社会教育委員の個
人個人の活動状況

行政担当者
市
町
村
数

比率
(％）

社会教育委員

人数 比率
(％）

１
とても活発で
ある

４ 7.5 4９ 7.6

２
まあまあ活発
である

1７ 32.1 268 41.5

３ どちらともい
えない

1９ 35.9 182 28.3

４ 活発とはいえ
ない

１３ 24.5 9０ １４．０

５ 不活発である ０ ０ ７ 1．１

６ 不明 ０ ０ 4８ 7.5

計 5３ 1００．０ 644 100.0

社会教育委員の会議
の状況

行政担当者
市
町
村
数

比率(％）

社会教育委員

人数 比率
(％）

１ とても活発であ
る

６ １１．３ 7７ 12.0

２ まあまあ活発で
ある 2４ 45.3 305 47.4

３ どちらともいえ
ない

１３ 24.5 129 20.0

４ 活発とはいえな
い

９ １７．０ 8５ 13.2

５ 不活発である １ １．９ ６ 0.9

６ 不明 ０ ０ 4２ ６．５

計 5３ １００．０ 644 １００．０



また、表２-３の通り、社会教育委員の会議の状況は、行政担当者も委員側も
５０％以上が、会議で議論が行われているととらえている。統計的検討の結果で
は両者に有意差はみられなかった。(Mann-Whitney検定､行政N=53､委員N=602、
P=.338両側）

③表２-４では社会教育委員の会議の主な議題について、現状と委員の考えの違い
は次のようである。
1)現状より委員の希望比率が少ないものは「年間生涯学習計画」と「団体補
助金の交付」の２つであり、委員側は、総論的な話よりも各論や具体的な
施策の方向性や事業について議題としたいととらえている。

2)委員が必要あると考えている議題で、現状の倍以上のポイントがある議題
は「男女共同参画学習」、「高齢者教育｣、「グループサークル活動」、「ボラ
ンティア活動｣、「生涯学習支援者の登録・発掘・派遣｣、「社会教育関係団
体の認定について」の６つである。
表２ -４会議内容に関する実態と希望

④社会教育委員と教育委員との懇談・意見交換についてまとめたものが表２-５
である。現状は約８５％が「行っていない」が、委員側は約９０％が懇談や意見
交換を行う必要があると考えている。統計的にも有意差があり、行政の実態と
委員の意識の違いが明らかである。(Mann-Whitney検定､行政N=52､委員N=600,
P=､000両側）
また、表２-６からは、社会教育委員と社会教育関係委員との懇談について、現
状は約２０％が何らかの形で「行っている」が、委員側は約９０％が懇談や意見
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現在の会議の主な議題

市町村数 比率％

委員が考える会議で取り
上げる必要のある議題
人数 比率％

１ 年間事業計画 ３８ 7１．７ ３７６ 58.4
２ 生涯学習の推進 ３７ 69.8 ４８４ 75.2
３ 公民館活動 ２６ 49.1 ３２９ 5１．１
４ 図書館活動 １５ 28.3 １９２ 29.8
５ 博物館活動 ３ 5.7 ６８ 1０．６
６ 生涯スポーツ １６ 30.2 ２２９ 35.6
７ 青少年教育 ２９ 54.7 ４１３ 64.1
８ 男女共同参画学習 ４ 7.5 １９３ 30.0
９ 高齢者教育 ５ 9.4 ２４９ 38.7
1０ 文化財保護 １２ 22.6 １４８ 23.0
1１ 団体補助金の交付 ２０ 37.7 １２９ 20.0
1２ グループサークル活動 ４ 7.5 １０９ １６．９
1３ ボランティア活動 １０ 18.9 ２５６ 40.0
1４ 学習情報・学習相談 ７ 1３．２ １１２ 17.4
１５ 施設ネットワーク １ 1.9 ８６ １３．４
1６ 学社連携・学社融合 １２ 22.6 ２８１ 43.6
1７ 生涯学習支援者の登録・発掘・派遣 ５ 9.4 ２２９ 35.6
１８ 社会教育関係団体の認定について ４ 7.5 ８６ 13.4
１９ その他 １０ 1８．９ １７ 2.6

計 ５３ 100.0 ６４４ １００．０



交換を行う必要があると考えている。この実態と意識のずれは統計的にも検証
された。(Mann-Whitney検定、行政N=52、委員N=603、P=.000両側）

表２-５教育委員との意見交換の実態と要望

社会教育関係委員との意見交換の実態と要望表２ -６

（２）活性化度指標項目から見た社会教育委員の意識の違い
行政担当者調査(n=53)で「諮問・答申の有無」を活性化度指標として高低２群
に分割し〔高群(n=15)諮問・答申の数４～１、低群(n=38)諮問・答申の数0]、
社会教育委員の調査結果にどのような意識の特徴がみられるかを検討した。

表２-７２つの調査のマッチングによる有効回答の内訳

社会教育委員の個人の活動状況表２ -８

社会教育委員の会議の状況表２ - ９
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教育委員との懇談・意見交換の
実態

行政担当者
市町
村数

比率

(％）

教育委員との懇談・意見交換へ
の要望

社会教育委員

人数 比率（％）

１ 定期的に行っている ０ ０ １ 定例的に行 フ必要があ １７６ ２７．３
２ 必要に応じて行ってい ７ 1３．２ ２ 必要に応じて行う ４０８ ６３．４
３ 行っていない ４５ 8４．９ ３ 特に行う必要はない １６ ２．５

４ わからない ２４ ３．７

４ 不 明 １ 1．９ ５ 不明 ２０ ３．１
計 ５３ 1００．０ 計 ６４４ １００．０

社会教育関係委員との懇談の実態 行政担当者
市町村 比率(％） 社会教育関係委員との懇談の要望 社会；

人数
攻育委員
比率(％）

１ 定例的に開いている ２ 3.8 １ 定例的に行う必要がある １４３ 22.2
２ 必要に応じて行っている ９ 17.0 ２ 必要に応じて行う ４４２ 68.6
３ 行っていない ４１ 77.3 ３ 特に行う必要はない １８ 2.8

４ わからない １９ 3.0
４ 不明 １ 1.9 ５ 不明 ２２ 3.4

計 ５３ 100.0 計 ６４４ １００．０

全回答数 行政回答なし 委員回答なし 有効回答 高低群内訳
行 政 担 当 者 回 答

数
５３市町村 ２市町 ５１市町村

高群１５市町村
１４３名

社 会 教 育 委 員 回
答数

７９市町村

６４４名

２８市町村

２２６名
４１８名

低群３６市町村
２７５名

社会教育委員の個人の活動
状況

高活性化群
人数 ％

低活性化群
人数 ％

１ とても活発である １９ 1３．３ １５ ５．５
２ まあまあ活発である ７３ ５１．０ １０５ 3８．２
３ どちらともいえない ３２ 2２．４ ７８ 2８．４
４ 活発とはいえない １１ ７．７ ５３ １９．３
５ 不活発である ０ ０ ３ 1．１
６ 不明 ８ ５．６ ２１ ７．６

計 １４３ １００．０ ２７５ １００．０

社会教育委員の会議の状
況

高活性化群
人数 ％

低活性‘
人数

上群
％

１ とても活発である ２８ １９．６ ２５ ９．１
２ まあまあ活発である ７８ ５４．５ １２７ ４６．２



表２ -１０委員自身の活動状況

表２ - １ １委員の会議での発言

まず、行政担当者調査と社会教育委員調査のマッチングを行い、高低群の有効
回答数を得た。高低群の会議の状況や活動に関する認識の違いに着目すると、表
２-８～表２-１１の通りとなる。この結果から高群が低群に比べて、自分自身
の「活動状況」や「発言」が積極的かつ活発であり、「会議内容」も活性化して
いると認識していることがうかがえる。

３社会教育委員の会議の「活性化」についての数量的分析
（１）「総合活性化」指標と「活性化」についての回帰分析結果
「総合活性化度」を従属変数とし、表３-２に示す10要因を説明変数として、

重回帰分析を行い、「総合活性化度」に対する影響力を分析した。なお、「総合活
性化度」の分布については、表３-1に示した通りである。ここでは、社会教育委
員の会議が「提言を行い、その提言内容が実現されたかどうか」という点で「総
合活性化度」を設定している。

表３-１「総合活性化」度数分布表

-４３-

３ どちらともいえない １９ 1３．３ ５９ 2１．５
４ 活発とはいえない １０ ７．０ ４５ 1６．４
５ 不活発である ０ ０ ２ ０．７
６ 不明 ８ ５．６ １７ 6．２

計 １４３ １００．０ ２７５ 1００．０

社会教育委員としての自身の活動状況 高活性化群
人数 ％

低活性化群
人数 ％

１ とても活発に活動している １６ １１．２ １２ ４．４
２ まあまあ活発に活動している ５５ 3８．５ １０１ 3６．７
３ どちらともいえない ３８ 2６．６ ７１ 2５．８
４ あまり活発に活動しているとはいえない ２５ 1７．５ ５９ ２１．５
５ ほとんど活動しているとはいえない ２ １．４ １５ ５．５
６ 不 明 ７ ４．９ １７ ６．２

計 １４３ 1００．０ ２７５ 1００．０

会議の際の発言 高活性化群
人数 ％

低活性化群
人数 ％

１ 毎回必ず発言する ７２ ５０．３ ８２ ２９．８
２ 時々発言する ６１ ４２．７ １３８ ５０．２
３ ほとんど発言しない ３ ２．１ ３４ 1２．４
４ 不明 ７ ４．９ ２１ 7．６

計 １４３ 1００．０ ２７５ １００．０

度数 ％ 有効％ 累積％

有 効 活 性 化 度 低 2８ 7０．０ 7０．０ 7０．０

活性化度中 ６ 1５．０ 1５．０ ８５．０

活性化度高 ６ 1５．０ 1５．０ 1００．０

合計 4０ １００．０ 1００．０



まず、重回帰式のあてはまりは、重相関係数が.814、決定係数.663、自由度調
整決定係数.５４７である。「総合活性化度」の分散の６６．３％が説明されたことに
なる。また、重回帰の分散分析の有意確率は.０００であり、求めた重回帰式が予
測に役立つことを示している。次に、「総合活性化度」に影響を与えている要因
について表３-２の標準化係数をみると、「高齢化率」・「委員報酬の額」・「教育委
員会からの諮問の有無」・「担当部長の出席」・｢研修の程度」が影響を与えている。
また、今回は、東京都のデータでの分析結果で最も大きな影響力があった「会議
資料の事前配布」という要因は全く影響を与えていなかった。さらに、「高齢化
率」・「委員報酬の額」・「研修の程度」に関しては「-」の影響を及ぼしている。
つまり、社会教育委員の年齢構成で若い人々の占める割合の高い社会教育委員の
会議に、しかもボランティア的に参加している場合が強い程、「活性化度」が高
いということを示している。「研修の程度」が「-」であるのは、各社会教育委
員の会議独自の自主的な研修というより埼玉県が行ってきた社会教育委員研修
が十分に機能していることを示していると考えられる。
表３-２「総合活性化」の回帰分析結果一影響を与えている要因

（２）「社会教育委員の会議の議題」についての因子分析結果
次に、社会教育委員の会議の議題内容について因子分析によって構造的な把握

を試み、「総合活性化度」との関連について分析を行った。その結果が表３-３，
表3-4、表３-５，表３-６である。因子分析の妥当性(KMO>0.5)を示すKMO値は.623
で、Bartlettの球面性検定での有意確率は.000となっている。また、ここでは、
固有値１以上の５因子を抽出した。
表３-３の「因子パターン」から、因子負荷量.４以上に注目すると、第一因子

は、公民館活動、図書館活動、生涯スポーツ、文化財保護、生涯学習の推進、年
間事業計画､博物館活動、団体補助金の交付の因子負荷量が高い。第二因子では、
生涯学習支援者の登録・派遣、グループサークル活動、学習情報・学習相談が高
い｡第三因子では学習相談､男女共同参画学習、社会教育関係団体の認定が高く、
第四因子では、青少年教育、ボランティア活動が高くなっている。
第一因子は、やはり、「１７条関連定番議題｣、第二因子は「グループ活動支援・

援助に関する議題｣、第三因子は「新しい団体活動の支援に関する議題｣、第四因

-４４-

モデル 非標準化係数
Ｂ 標準誤差

標準化係数
ベータ

ｔ 有意確率

１ （ 定 数 ） ４．２５３ １．１５２ 3．６９２ .００１
高齢化率 -．０２９ ､００７ -．６３３ -４．２１１ ､０００
委員報酬の額 一．０００２ ､０００ -．４５０ -３．０１４ ､００５

教育委員会からの諮問の有無 ､６２４ ､２１９ 、３７２ 2．８４９ ､００８

担当部長の出席 ､５７３ ､２３７ 、３５５ 2．４１６ .０２２
研修の程度 -．２９４ 1２８ -．２８９ -２．２９４ ､０２９

会議傍聴の有無 -．２３１ 1４４ -．１９６ -１．６０８ １１９
女性化率 ､００７ 、００７ 1４１ １．０５４ .３０１
定例会議の回数 ､０９４ 、０８８ 1３８ 1．０７５ ､２９１

他の委員会委員との懇談の程 -．１９９ ､２０２ -．１３１ -．９８５ ､３３３
会議資料の事前配布 -．０１３ 1３３ -．０１３ -．０９４ ､９２５



子

関

ｒ

い

表３ -４ 相関係数

-４５-

因子
１ ２ ３ ４ ５

公民館活動 ．７８２ -．０５４ -．０１４ -．０５３ .０８３
図書館活動 ､７７３ ､０５０ ､０５２ ､０９７ 一．２１６

生涯スポーツ ､６９０ -．１３０ 1３５ 1３９ -１．９９

文化財保護 ､６８５ ､０３３ ､００３ 1４６ ､１５８

生涯学習の推進 ､５４５ -．０３２ -．０１９ -．１４６ ､０６５

年間事業計画 ､５３２ .Ｏ１７ -．０２０ 一．４４１ ､０８３
博物館活動 ､４３９ 1１４ -．３０３ １７４ 一．０２３

団体補助金の交付 ､４０９ 、０３３ 一．００７ 、０７８ 1２１
生涯支援者の登録・派遣 .０２８ 1．００４ -．１３０ -．０７０ ､２２２
グループサークル活動 -．０９９ 、７８２ -．０３７ 、２００ -．２４６

学習情報・学習相談 １２２ 、５８９ 、４３０ -．０９４ ､０４６

男女共同参画学習 、００６ -．１４８ 1．０１２ 、０４１ １５９
社会教育関係団体の認定 、０４９ 、３０１ 、４３２ -．０７２ -．２７４

学社連携・学社融合 -．１７１ 1４３ 、２９９ ､２６９ １０２
青少年教育 1２２ 一．０４６ -．００２ ､６８９ ､０４９
ボランティア活動 、０３８ 1２７ ､０２６ ､６１５ 、１７４
施設ネットワーク 、０３５ 一．０２７ ､０９５ 1３０ ､９６８

因 子
１ ２ ３ ４ ５

図 書 館 活 動 、８２０ 、４４４ 、３７１ 、１８１ 一．１６８
公 民 館 活 動 、７４８ ､３２５ 、３１５ -．０１１ ､０９９
文 化 財 保 誇 、７１９ ､４４３ 、３７６ ､２０４ 1８７
生 涯 ス ポ ーツ 、６８８ ､２８２ ､３３２ １７５ -．１６７

生涯学習の推進 ､５１２ １９８ ､２０４ -．１１６ ､０７７
年 間 事 業 計 画 ､５０１ 1６１ １９６ -．３９９ １１１
閉 体 補 助 令 の 春 付 ､４３２ ､２７５ ､２２８ 1１５ 1３８
博 物 館 活 動 、３７５ ､２１４ -．０３８ ､２０８ -．０６７
牛 涯 古 揺 者 の 容 録 ・ 派 摺 ､４６８ .９７１ ､４６２ 1９４ ､３８３
学 習 情 報 ・ 学 習 相 談 、５９４ ､８５９ 、７９７ 1２５ ､２７５
グ ル ー プ サ ー ク ル 活 動 ､２７６ ､７２３ .２９１ ､４１３ -．１１５

男 女 共 同 参 画 学 習 ､３８５ ､４３３ .９８２ 1０４ 、３８９
社 会 教育関係団体の認定 .３７０ ､４８２ ､５３５ ､０６８ -．１０３

単 朴 遮 携 ・ 単 朴 融 合 ､０５４ ､３１１ .３５４ 、３２５ １９３
青少年教育 １５４ ､２１５ １１３ 、６８４ 、０２８
ボ ラ ン テ ィ ア 活 動 1６５ ､３６５ ､２２０ 、６５２ １９２
施設ネットワーク 1０８ ､２６１ ､３５７ １１３ ､９８５



表３ - ５多重比較結果
多重比較

従属変数:REGRfact"smre4fOrmlalysis6
Bonfen･oni

*．平均の差は.１０で有意

（３）「社会教育委員の考える議題」についての因子分析結果
さらに、社会教育委員の考える会議の議題内容について因子分析によって構造

的な把握を試みた。そして、その構造と様々な要因との関連分析を行った。その
結果が表３-７，表３-８，表３-９である。因子分析の妥当性(KMO>０.５)は、KMO
値が.８６７で、Bartlettの球面性検定での有意確率は.０００となっている。また、
ここでは、固有値１以上の３因子を抽出した。

表３-７因子負荷量（因子パターン）

表３ -８ 相関係数

-４６-

( D 活 性 化 度 ( J ) 活 性 化 度
平均値の
差(ﾄJ） 標準誤差 有意確率

9砿信頼区間
下限 上限

" 画 1 エ １ Ｅ 嘩 癌 Ｊ 画 1 エ １ Ｌ 嘩 手

活性化度高
-．6566146
-．7675409＊

､32988527
.31198923

､1５６
．０５２

-1.3785624
-1.4503236

､0653333
一.0847582

活 性 化 度 中 活 性 化 度 低
活性化度高 ■■■

6566146
1109264

32988527
41509653 １蠅函

ー

-１
0653333
0193575

１3785624
7975048

活 性 化 度 高 活 性 化 度 低
活性化度中

7675409＊
1109264

31198923
41509653 １哩皿 ー

0847582
7975048

１

１

4503236
0193575

因 子
１ ２ ３

公民館活動 ､７４２ ､０３３ 一．１７８

年間事業計画 ､５６１ １４８ -．２１２
図書館活動 ､４９５ ､０９４ 1５１
高齢者教育 ､４９３ -．１５１ 、２４４
生涯スポーツ ､４８７ 一．００６ 1５８
生涯学習の推進 ､４８６ -．０６２ -．０４３

青少年教育 ､２６５ ､０９０ ､０４６
団体補助金の交付 ､０３６ ､７３４ -．０７６

社会教育関係団体の認定 -．０１３ ､４５１ ､０１１
博物館活動 ､０７５ ､３７１ ､２５７
施設ネットワーク -．０７０ ､３６８ ､２９９
文化財保護 ､２２６ ､３４８ ､０３０
学習情報・学習相談 -．０９０ ､３１８ ､２７２
生涯学習支援者の登録・発掘・派遣 -．１１６ 1０９ ､４２５
男女共同参画学習 ､２４７ -．１２６ ､４０８
学社連携・学社融合 -．０９２ ､０２５ ､３５２
ボランティア活動 1１４ ０２３ ､３１４

因子
１ ２ ３

公民館活動 ､６５６ ､３４１ ､２７４

年間事業計画 、６３５ ､４４６ ､４９２

図書館活動 、５７７ ､３４５ ､４４０
高齢者教育 、５５３ ､２５０ ､４５１

生涯スポーツ 、５１８ ､３３９ 1９６
生涯学習の推進 ､４２７ 1８０ ､２０８

青少年教育 、３４１ ､２６０ ､２５０
団体補助金の交付 ．３９１ ､７１２ ､３４２



表３-７の「因子パターン」から、因子負荷量.４以上に注目すると、第一因子
は、公民館活動、年間事業計画、図書館活動、高齢者教育、生涯スポーツ、生涯
学習の推進の因子負荷量が高い。第二因子では、団体補助金の交付、社会教育関
係団体の認定が高い。第三因子では生涯学習支援者の登録・発掘・派遣、男女共
同参画学習が高くなっている。第一因子は、「１７条関連定番議題」中心であり、
それに「高齢者教育」が組み込まれている、第二因子は「団体補助金に関する議
題｣、第三因子は「新しい活動の支援に関する議題」とまとめることができる。

表３ - ９多重比較の結果

多重比較
従屈変数:REGRbcmrsc"elfOranalysis3
Bon他n℃nｉ

*・平均の差は.０５で有意

上記の「社会教育委員が考える会議の議題」構造の分析結果と様々な要因との
関連をみると、委員の「年齢」と関連性が認められた。そこで議題内容と「年齢」
との関係の分散分析・多重比較を行ってみると、「｢１７条関連定番議題十高齢者
教育」（第一因子）を議題として考えている社会教育委員の「年齢」が有意な差
で高いこと、つまり、６０歳以上の委員が「定番議題」加えて「高齢者教育」を
議題として意識していることがわかる。
以上の分析結果を基に、社会教育委員の会議の「活性化」という視点から今後

の会議のあり方を考えると、二つの方向性が提言できる。第一には、全体のバラ
ンスを考える必要はあるが、社会教育委員の年齢構成を再検討し、委員を「若返
らせる」必要がある。そして、委員の選出に関して「ボランティア」意識をより
強く持った人々を多く選出し委嘱すべきであるように思える。その具体的な手立
ての一つとしてとして、「地域住民」を対象として「委員の公募制」を拡充する
ことが必要となるだろう。また、「地域住民」という条件は、いわゆる「学識経
験者」と呼ばれる委員にも適用されることが望まれる。

-４７-

社会教育関係団体の認定 ､４２８ 、５５１ ､５０２

博物館活動 ､３０６ 、４９２ ､４５７

施設ネットワーク ､４３４ 、４８８ 、３５１
文化財保護 ､２３９ 、４５０ 、２４７
学習情報・学習相談 ､２４２ 、４１６ 、３９１
生涯学習支援者の登録・発掘・派遣 ､４１６ 、２２９ ．４８４
男女共同参画学習 1９１ ､２７５ 、４１５
学社連携・学社融合 ､３１１ 、２５５ 、３９３
ボランティア活動 1２８ １１６ 、３１２

( D 高 齢 化 ( J ) 高 齢 化
平均値の
差(I-J) 標準誤差 有意確率

9 副 桓 麺 反 問
下限 上限

39歳まで 4酢59歳
6嘘以上

-．0134400
-.2141890

､2839721
.2840320

1.000
1.000

-.6951346
-.8960274

､6682545
.4676493

4 ' 5 9 歳 ３ ９ 歳 ま で
6嘘以上 1■■■

013
2 ”
4400
7490＊

2839721
0717916

１“０
０１６

一
一
6682545
3730896 ■■■

6951346
0284084

6 0 趣 以 上 ３ ９ 堂 ま で
4‘59歳

2141890
2007490＊

2840320
0717916

１000
016

ー 4676493
0284084

8960274
3730896



第二の方向性は、仮に年齢構成をうまく転換できない場合、取り扱う議題内容
に幅を持たせ、例えば、議題の一部に「高齢者教育」について加えることによっ
て現状の会議が「活性化」する可能性があるのではないかと考えられる。最後に
検討した「社会教育委員の考える議題」の分析結果の一部はそのことを明確に示
している。つまり、議題設定を委員自身の「身近な問題・課題」により近づける
ことによって、これまで以上に自分自身の課題として真剣に議論せざるを得なく
なると考えられるからである。但し、この時に、地域全体の「公益性」を考える
ことは当然のことである。埼玉県のデータからの提言という限界はあるが、ここ
述べたことは他の地域でも予想されるように思われる。

４まとめと今後の課題
本稿は新たな調査項目を整備し、行政側と社会教育委員の両側面から、前回と

異なった地域で対比的に状況と意識を把握し、現状と意識の違いの対比から活性
化への指標を模索した。今後の検討課題を挙げてみる。
（１）社会教育委員制度の活性化を測定する調査項目を洗練し、より明確な活性
度指標を得るためのサンプリングを強化する。

（２）本稿の結果と前稿とのその比較検討により、主たる要因を抽出する。
（３）社会教育委員の「諮問的機能」と「指導的機能」の分析には至らなかった。
諮問・答申以外に委員の地域活動等の指標を設定し、測定する必要がある。
また、都道府県と市町村における委員の役割の違いを把握することも課題で
ある。

（４）行政の環境整備の差や活性化している事例を直接的に聞き取るなど、多角
的な視点から社会教育委員が置かれている現状を明確にしてみたい。
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